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肉用牛肥育経営の主収入となる枝肉の取引

価格は近年上昇を続けている。しかしなが

ら、子牛価格は上昇傾向が続き、肥育経営の

生産コストの５割以上を占めるようになって

いる。直近では黒毛和種子牛の取引価格は

80万円前後まで高騰しており、肥育経営を

圧迫している。また、現在生産コストの３割

近くを占める飼料費も、直近は低下傾向で推

移しているものの、10年前と比べると約1.2

倍となっている。

農林水産省が平成27年３月に策定・公表

した「酪農及び肉用牛生産の近代化を図るた

めの基本方針」では、肉用牛生産の競争力強

化のため、肉質・枝肉重量の変化に留意しな

がら、肥育期間の短縮による効率的な肉用牛

生産への生産構造の転換を進めることが対応

方針として示されている。

本稿では、畜産統計および機構が公表して

いる「肉用子牛取引情報」ならびに機構が実

施している肉用牛肥育経営安定特別対策事業

（通称「牛マルキン」）において補塡金単価を

算定するための基礎となったデータなどを基

に、近年の肥育経営を取り巻く状況について

概観するとともに、実際に肥育期間の短縮に

取り組んでいる事例を紹介する。

１　はじめに

調査・報告　

肥育期間短縮に取り組む
黒毛和種肥育経営

畜産経営対策部　肉用牛肥育経営課

農林水産省が平成27年3月に策定・公表した「酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方

針」では、肉用牛生産の競争力強化のため、肉質・枝肉重量の変化に留意しながら、肥育期間の

短縮による効率的な肉用牛生産への生産構造の転換を進めることが対応方針として示されている。

そこで、機構では、黒毛和種肥育経営において肥育期間の短縮に取り組んでいる経営を対象と

した調査を行った。いずれの経営でも、肥育期間の短縮が枝肉成績に及ぼす影響を最小限とする

取り組みや、飼料費、もと畜費を削減するための取り組みが見られ、こうした努力が収益の確保

につながっていることが分かった。

【要約】
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肉用牛肥育経営安定特別対策事業（以下

「牛マルキン」という）とは、肉用牛肥育経

営の安定を図ることを目的として、肥育経営

の収益性が悪化した場合に、生産者の拠出と

機構の補助により造成した基金から、粗収益

と生産コストとの差額の８割を補塡する事業

である。粗収益はその期間中に食肉卸売市場

および相対取引などで取引のあった枝肉の取

引価格および取引重量などを基に算定してい

る。生産コストは、機構が公表する「肉用子

牛取引情報」、農林水産省統計部が公表する

「肉用牛生産費」および食肉中央卸売市場・

指定市場における各市場の１頭当たりのと畜

経費などを用いて算定しており、補塡金は、

その期間中に販売された肥育牛を対象に交付

される（図１）。
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図１　牛マルキンの仕組み

補塡金単価を見ると、主に枝肉価格の上昇

の影響を受け、近年低下傾向にあり、平成

27年８月には、18年第４四半期以来の８年

５カ月ぶりに、交雑種および乳用種を含む全

品種で補塡金の交付がない結果となってい

る。また、肉専用種については、26年９月

以降、28年８月まで１年11カ月連続で補塡

金の交付がない状況となっている（図２）。

資料：農畜産業振興機構

２　肉用牛肥育経営安定特別対策事業（牛マルキン）について
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（１）肥育経営の収益性　　　　　　　　 
～生産コスト上昇から直近は低下傾
向～

肥育経営の収益性について、牛マルキンの

補塡金単価算定結果における肉専用種の肥育

牛１頭当たりの粗収益および生産コストの推

移を見ると、粗収益は平成23年以降上昇傾

向で推移し、28年８月には23年７月の73

万5883円から68.1％高の123万6874円ま

で上昇している。

一方、生産コストについても、24年ごろ

から上昇を始め、28年８月には24年４月の

82万7205円から26.5％高の104万6477

円まで上昇している（図３）。

３　最近の肉用牛肥育経営を取り巻く状況
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図３　粗収益と生産コストの推移（肉専用種）

資料：農畜産業振興機構
　注：消費税を含まない。
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図２　牛マルキン補塡金単価の推移（全国算定）

資料：農畜産業振興機構
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この結果、粗収益と生産コストの差額は、

差額がプラスとなった月の中では直近で最も

小さかった26年９月の１万8096円から、

28年４月には１頭当たり31万2866円まで

増加した。しかし、それ以降も生産コストが

上昇傾向で推移したことから、28年８月に

は19万397円まで縮小している（表）。

粗収益　　　（Ａ）=①＋② 1,236,874 割合
主産物価格　①=ａ×ｂ 1,227,540

枝肉市場価格（円/キログラム）ａ 2,460
枝肉重量（キログラム）　　 　  ｂ 499

副産物価格　② 9,334
生産コスト　（Ｂ）=⑤＋⑥＋⑦＋⑧ 1,046,477 100％

物財費　③ 947,001
もと畜費 583,231 56％
飼料費 299,009 29％

流通飼料費 297,942
麦類 10,341
とうもろこし 10,277
ふすま 9,624
かす類 8,090
配合飼料 211,347
稲わら 24,223
その他 24,040

牧草・放牧・採草費 1,067
敷料費 11,422
光熱水料および動力費 9,623
その他の諸材料費 229
獣医師料および医薬品費 7,438
賃借料および料金 3,996
物件税および公課諸負担 4,985
建物費 11,809
自動車費 5,150
農機具費 8,606
生産管理費 1,503

労働費　　④ 74,943
家族 69,201 7％

費用合計　⑤＝③＋④ 1,021,944
支払利子　⑥ 13,330
支払地代　⑦ 460
と畜経費　⑧ 10,743

差額　　　（Ａ）-（Ｂ） 190,397

表　平成28年8月の牛マルキン補塡金単価算定基礎（肉専用種）

(単位：円/頭)　　　　　　　　　　　　

資料：農畜産業振興機構
　注：表中の金額は消費税を含まない。
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（２）枝肉価格　　　　　　　　　　　　 
～ 24年度以降上昇、28年も１キ
ログラム当たり2500円台で推移～

平成24年度以降の粗収益の上昇傾向は、

枝肉価格の上昇がその主要因である。東京食

肉市場における和牛去勢Ａ－４の取引価格の

推移を見ると、23年度を底に上昇が始まり、

27年度は前年度比20.1％高の１キログラム

当たり2446円まで上昇している（図４）。

この枝肉価格の高水準は28年度に入って

も継続しており、28年９月においても同

2555円となっている。

（３）もと畜費　　　　　　　　　　　　 
～ 22年度以降上昇し、直近は80
万円台まで高騰～

平成24年以降の生産コストの上昇は、も

と畜費の上昇がその主要因であり、その５割

以上を占めるようになっている。肥育経営に

供給される肉用子牛の取引価格は、枝肉価格

の上昇を背景に繁殖基盤の弱体化に伴って、

肉用子牛出荷頭数が減少したことにより上昇

を続けている。肉用子牛取引情報によると、

黒毛和種子牛の取引価格（１頭当たり。雌雄

平均。以下同じ。）は、22年度の38万9500

円から、27年度には68万8432円まで上昇

している（図５）。
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図４　和牛去勢（Ａ－４）の枝肉価格の推移

資料：農林水産省「食肉流通統計」
　注：消費税を含む。
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図５　黒毛和種子牛の取引頭数と取引価格の推移

資料：農畜産業振興機構「肉用子牛取引情報」
　注：取引価格については消費税を含む。
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取引価格は28年度に入っても上昇傾向で推

移しており、28年９月には81万4743円ま

で高騰している。

黒毛和種の平均的な肥育期間は20カ月前

後（29カ月齢前後で出荷）であることから、

28年８月に出荷された肥育牛は、26年12

月前後に肥育農家が導入した子牛と考えられ

る。同様に考えると、現在の80万円前後で

導入された子牛が出荷される30年の春ごろに

は、もと畜費に現在の子牛価格が反映され、生

産コストはさらに上昇することが見込まれる。

（４）配合飼料価格　　　　　　　　　　 
～低下傾向にあるものの、従前より
高水準～

現在、生産コストの約3割を占める飼料費

については、直近では低下傾向にあるもの

の、10年前と比べると約1.2倍となっている。

農林水産省によると平成26年度における、

去勢若齢肥育牛1頭当たりに給与する流通飼

料のうち、配合飼料の占める割合は約70％

と、その多くを占めることから、配合飼料価

格の推移は飼料費に大きな影響を与える。

配合飼料価格は、18年秋以降、主原料で

あるトウモロコシの国際価格が燃料用エタノ

ール生産向け需要の増加や投機資金の流入な

どにより高騰したことから、20年11月には、

1トン当たり7万3550円まで上昇した。28

年8月現在はこれと比較して13.6％安の同6

万3550円となっているものの、価格の上昇

前である18年８月と比べると23.7%高とな

っている（図6）。

（５）肥育牛の出荷月齢　　　　　　　　 
～ほぼ横ばいで推移～

農林水産省によると、平成26年度におけ

る、去勢若齢肥育牛の平均肥育期間は20.0

カ月、平均出荷月齢は29.1カ月齢となって

いる。農林水産省が27年3月に策定・公表

した「家畜改良増殖目標」では、黒毛和種肥

育牛において、37年度までに肥育期間を16

～ 18カ月、出荷月齢を24 ～ 26カ月齢まで

に短縮することが目標として示されている。

一方、牛マルキンの契約生産者が22 ～

27年度に販売した黒毛和種去勢肥育牛の出

荷月齢の推移を見ると、22 ～ 27年度を通

じて、ほぼ横ばいから若干低下傾向で推移し

ている（図7）。
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資料：農林水産省「農業物価統計」
　注：消費税を含む。
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今後出荷される肥育牛は、27年以降の子

牛価格を反映してもと畜費の上昇が予想され

ることから、今後の枝肉価格の推移によって

は肥育経営の収益性は悪化する恐れがある。

このような状況の中、肥育期間を短縮する

ことにより、生産コストの削減を実現してい

る黒毛和種肥育経営があり、その事例を調査

したので、概要を紹介する。

なお、文中の情報は平成27年度の調査を

実施した時点のものである。

（１）横山牧場（高知県四万十市）　　　 
～もと畜の選定により、肉質を維持
しつつ肥育期間を短縮～

横山牧場は、現在の牧場長である横山大
たい

河
が

氏（24）の祖父母が、40年前にホルスタイ

ン種の肥育を開始したことから経営がはじま

っている。飼養品種はその後、交雑種、褐毛

和種へと転換したが、平成９年に自社生産の

牛肉について、「四万十牛」の商標登録をす

ると同時に、黒毛和種へと転換した。現在は、

黒毛和種肥育牛107頭を、大河氏のほか、パ

ート３名で飼養管理している（27年10月時

点）（写真１）。また、市内には40年前に同

時に開店した精肉店を大河氏の母である真紀

氏が経営しており、横山牧場で生産した牛肉

を取り扱っている。自社生産の四万十牛はこ

の精肉店での販売のみならず、近隣の飲食店

などにも卸している（写真２）。
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図７　黒毛和種去勢肥育牛の出荷月齢の推移

資料：農畜産業振興機構　牛マルキンデータより作成

４　肥育期間短縮に取り組む経営事例の紹介

写真１　横山大河氏（右）、真紀氏親子

写真２　自社生産の牛肉を取り扱う精肉店



畜 産 の 情 報 　 2016. 12 71

横山牧場では、８～９カ月齢で導入した子

牛を27 ～ 28カ月齢で出荷している。横山

牧場の肥育期間は19カ月であり、黒毛和種

の平均的な肥育期間である20カ月より１カ

月早い出荷となっている。これは、横山牧場

の飼養管理方法においては、28カ月齢以降

の肥育は、皮下脂肪の厚さが増すだけであ

り、歩留まりや肉質の向上に寄与しないとの

考えによるものである。

枝肉の成績を見ると、枝肉重量は去勢で１

頭当たり530キログラム、雌牛で同490キ

ログラム、肉質４等級以上の格付割合は去

勢、雌牛ともに80％となっている。（公社）

日本食肉格付協会の牛枝肉格付結果による

と、平成26年の去勢の枝肉重量は全国平均

で481.7キログラム、肉質４等級以上の割合

は70.7％であり、横山牧場は、平均よりも

短い肥育期間での出荷でありながら、平均以

上の肥育成績を実現している。

横山牧場の肥育牛１頭当たりの飼料費は平

均的な経営と比較して２割程度低くなってい

る。配合飼料については全量購入しているも

のの、肥育牛に給与する稲わらを近隣の農家

から入手し、不足分のみを麦わらの購入で補

うことで、粗飼料の購入費用を削減するとい

った取り組みも行っている。

生産コストの削減に加えて、平均より短い

肥育期間にもかかわらず、枝肉重量、肉質が

維持されていることにより、横山牧場の収益

性は高いものとなっている。高い枝肉成績の

理由の一つとして、もと畜の選定方法が考え

られる。

横山牧場では、肥育もと畜として導入する

子牛は、血統、育種価（注）を考慮に入れなが

らも、19カ月間肥育での出荷を基本とする

飼養管理方法に適応する子牛かどうかといっ

た点も重視している。大河氏によると、子牛

は、血統、育種価のみならず、家畜市場に出

荷されるまでの間にどのような飼われ方をし

てきたかによって肥育段階での飼養管理に適

応するかどうかが大きく変わってくるのだと

いう。そのため、もと畜の選定において、生

産者が誰かといった情報は１つの指標とな

る。子牛の飼養管理は生産者により異なって

いるため、過去に良好な肥育成績が得られた

子牛の生産者は、自分の飼養管理と相性が良

い子牛を出荷している可能性が高いからであ

る。このような理由から、横山牧場では、新

たな子牛の導入元を決定する際にも、しばら

くの間は試験的な導入を続け、肥育成績を確

認するといったことを行っている。

（注）　�育種価とは、その牛の持つ遺伝的な能力を数値化したもの

である。枝肉重量、ロース芯、バラの厚さ、皮下脂肪の厚

さ、推定歩留、脂肪交雑の６つの形質に対し、Ａ、Ｂ、Ｃ

の３段階での評価がつけられる。育種価評価全体の、上位

４分の１以上がＡ、上位２分の１以上４分の１未満がＢ、

上位２分の１未満がＣ評価となる。育種価には、その牛の

子孫などの枝肉情報から計算した「推定育種価」と、その

牛の両親の育種価から推定される「期待育種価」がある。 

子牛の導入に当たって、期待育種価が分かっている場合、

それを参考とすることで、親牛が同じである他の牛の枝肉

成績などの情報を加味した選定を行うことができる。

このような子牛の選定方法をとるために

は、肥育牛をと畜場に出荷するまでではな

く、枝肉の仕上がりがどうであったかという

部分までを意識する必要がある。

横山牧場は、肥育とともに経営を開始した

精肉店で自社の牛肉を取り扱えるという利点

を生かし、枝肉の格付結果のみならず、精肉

店やその卸先からの反応をもと畜の選定や自

らの飼養管理に反映することによって、肥育

期間を短縮しても高い枝肉成績を実現してい

るものと考えられる。
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（２）山口牧場（佐賀県唐津市）　　　　 
～佐賀牛の飼料給与プログラムによ
り、高い肉質等級を実現しつつ肥育
期間を短縮～

山口牧場は、山口伸彦氏（45）の父親が

肉用牛の繁殖を開始したことから経営が始ま

っている（写真３）。その後の経営転換によ

り、平成２年の伸彦氏の就農時は、繁殖のほ

か肥育も行う一貫経営であったが、それ以

降、経営の主軸は肥育へと転換された、13

年には、伸彦氏が父から経営を継承し、飼養

頭数を経営継承時の200頭から拡大してい

った。現在は黒毛和種肥育牛555頭、市場

から購入した妊娠牛8頭を、パート３名を含

む７名で飼養管理している（27年12月時点）

（写真４）。

山口牧場では、もと畜を９カ月齢で導入

し、28カ月齢で出荷している。肥育期間は

19カ月と、平均よりも１カ月短くなってい

る。これは、佐賀県が県内生産者に向け

ＪＡ・県内生産者と一体となって作成した、

佐賀牛の飼料給与基本プログラムに基づいた

出荷月齢であり、県内の生産者は出荷月齢が

早い傾向があるという。また、給与する配合

飼料についても、指定の配合飼料を使用して

いる。粗飼料については、その一部としてバ

ガスを使用することで、牛の食い込みが良く

なるよう工夫している。

枝肉の成績は、枝肉重量は全国平均より低

いものの、肥育期間の短縮にもかかわらず、

４等級以上の割合が去勢で80％以上と高く

なっている。

このほか、山口牧場では、もともと繁殖経

営を行っていた経験を生かし、平成27年に

妊娠牛の市場導入を開始した。これは、飼養

頭数の増加や子牛価格の高騰に伴い、以前よ

りももと畜が確保しにくかったことによるも

のである。妊娠牛は分娩後、再度繁殖に供用

することはせず、肥育に回した後、出荷して

いる。自家産の子牛は近隣のキャトルステー

ションで育成した後、自らの牧場に戻し、肥

育している。こうした取り組みはもと畜費の

削減につながっている。また、肥育期間が短

いこともあって、山口牧場の肥育牛１頭当た

りの飼料費は平均的な経営と比較して１割程

度低くなっており、収益の確保につながって

いる。

写真３　山口伸彦氏（左）とＪAからつ担当者

写真４　清掃が行き届いた牛舎内
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（３）（株）関口牧場（埼玉県児玉郡）　 
～肥育期間の短縮に伴う枝肉重量、
肉質の低下による収入減をコスト削
減によりカバー～

（株）関口牧場はもともと酪農経営であっ

たが、現代表の関口博孝氏（61）が平成７

年に肉用牛肥育に経営を転換した。当初は交

雑種肥育専業であったが、18年には、将来

の繁殖農家の減少を予見し、自身で肉用牛の

繁殖を開始した。現在は、奥様のさよ子氏、

長男の卓真氏、三男の智也氏とともに４名で

肥育牛225頭（黒毛和種190頭、交雑種35

頭）、繁殖牛105頭（黒毛和種）を飼養管理

している（28年２月時点）（写真５）。

関口牧場では、現在、黒毛和種肥育牛のも

と畜はすべて自家産であり、交雑種肥育牛の

もと畜のみを導入している（写真６）。肥育

牛の出荷月齢は24 ～ 25カ月齢（黒毛和種、

以下同じ。）と、平均的な出荷月齢である29

カ月齢より４～５カ月も早い出荷となってい

る。この出荷月齢は、牛舎の飼養スペース不

足によるものであり、28年度中に新設予定

である牛舎の完成後、出荷月齢は見直される

見込みである。ただし、肥育期間を延ばした

場合、事故率が上昇する恐れがあることか

ら、関口牧場では27カ月齢前後が適正な出

荷月齢であると考えている。

平均的な出荷月齢と比較して４～５カ月も

早い月齢での出荷により、関口牧場の枝肉重

量および４等級以上の格付割合は全国平均よ

り低くなっている。しかし、肥育期間の大幅

な短縮および後述する取り組みにより、関口

牧場の生産コストは平均的な経営と比較して大

幅に低くなっており、収益が確保されている。

関口牧場では、給与する濃厚飼料を配合飼

料だけに頼らず、粉砕麦、ふすまなどを購入

し自家配合することで、一般に流通している

配合飼料と同等の栄養価の飼料を安価に給与

することができている。また、関口牧場は繁

殖・肥育一貫経営であることから、もと畜費

が平均的な肥育経営と比較して大幅に低くな

っている。

さらに、一貫経営の利点を生かし、種付け

の段階で、短い肥育期間でもある程度の増体

が得られる血統を選定するなど、独自に交配

の研究を行っている。このほかに、子牛の哺

育・育成段階での飼養管理を自社で行うた

め、子牛の過肥などの防止につながるととも

に、肥育段階での効率の良い増体が促され、

短期肥育で最大限の枝肉重量が確保されてい

るものと考えられる。

写真５　�左から順に智也氏、さよ子氏、博孝氏、
卓真氏

写真６　育成中の子牛
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肥育期間の短縮をした場合、一般的に枝肉

重量の減少や肉質の低下により、収入の減少

が懸念されるところであるが、関口牧場で

は、このデメリットを抑えて、繁殖・肥育一

貫のメリットやコスト削減により、収益の確

保できる経営を実現している。また、新牛舎

の完成後は枝肉成績も徐々に向上し、さらな

る収益性の向上が期待される。

５　おわりに

和牛枝肉の取引価格は、平成24年度以来、

上昇傾向で推移し、28年度に入っても高水

準で推移している。

その一方で、繁殖経営戸数・頭数の減少は、

肥育経営に供給される子牛頭数の減少、価格

の上昇を招き、黒毛和種子牛の取引価格は、

28年度に入ってからも80万円前後という高

水準で推移している。

畜産統計によると、28年２月の肉用種の

子取り用めす牛の飼養頭数は22年以来６年

ぶりに増加に転じ、今後肉用子牛頭数が増加

することが期待されるものの、現在の子牛不

足を解消するまでには、今しばらく時間を要

する。また、飼料価格も現在は低下傾向で推

移しているものの、10年前と比べると約1.2

倍となっている。

肥育経営において、このようなコストを押

し上げる状況に対する対応策の１つが、肥育

期間の短縮である。短縮した期間分の飼料、

敷料などが不要となることから、肥育期間を

１カ月短縮した場合、単純に計算しても、も

と畜費以外の諸経費を５％程度削減できると

考えられる。しかし、その一方で、肥育期間

短縮が枝肉重量や肉質に与える影響も心配さ

れる。

こうした課題に対し、今回の調査事例で

は、もと畜の選定方法や、給与する飼料の工

夫、種付けする血統の選定など、短い肥育期

間が枝肉成績に及ぼす影響を最小限にするた

めの取り組みが見られた。また、生産コスト

についても、各経営ごとに、飼料費やもと畜

費を削減するための努力が見られた。肥育期

間短縮による諸経費の削減に加え、各経営の

こうした取り組みが収益の確保につながって

いるものと思われる。

今後、効率的な肉用牛生産を目指す肥育経

営者の方々にとって、本報告が参考となれば

幸いである。


